
事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 20 年 2月 26 日 

担当部・課：地球環境部第二グループ 

１．案件名 

ウルグアイ東方共和国 サンタルシア川流域汚染源／水質管理プロジェクト

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

住宅・土地整備・環境省（MVOTMA）環境局（DINAMA）及び関係機関（サンタルシア川流域 5

県等）の河川汚染源管理／水質管理能力の強化を目的に協力を実施する。DINAMA に対しては、

2003 年 10 月から 2007 年 1 月にかけて、「モンテヴィデオ首都圏水質管理強化計画調査」を実施

しており、DINAMA は同調査で作成した「水質管理能力強化のためのマスター・プラン」（M/P）

に基づき取り組みをすすめている。本プロジェクトでは、DINAMA の体制強化、関係機関との連

携強化を図りつつ、水質モニタリング、汚染源情報の管理・評価、汚染源に対する査察・指導、

情報システムの整備といった、汚染源／水質管理にかかる一連の活動を実施し、M/P の更なる実

施促進を図る。 

 

（２） 協力期間 

 2008 年 4 月～2011 年 3 月（3年間） 

 

（３） 協力総額（日本側） 

 2.1 億円 

（４） 協力相手先機関 

１）相手国実施機関：住宅・土地整備・環境省（MVOTMA）環境局（DINAMA） 

２）相手国協力機関：サンタルシア川流域 5 県（モンテヴィデオ県、カネロネス県、サンホセ

県、フロリダ県、ラバジェハ県）、大統領府企画予算事務所（OPP）、国家水・衛生局（DINASA）、

国家衛生公社（OSE）、農牧省（MGAP） 

 

（５） 国内協力機関 

 環境省 

 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

１）直接裨益者 

プロジェクト専門家のカウンターパート（C/P）：DINAMA 局長、DINAMA 環境評価部（4名）、

環境管理部（10 名）、環境分析課（10 名）、環境影響評価部（11 名）（計 36 名） 

本プロジェクトで行うセミナー参加者：中央政府・県関係者（80 名）、NGO（30 名）（計 110

名） 

２）間接裨益者 

サンタルシア川流域 5県の県民（計 200 万人） 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

ウルグアイは南米大陸、ラプラタ川河口に位置し、面積約 17.6 万 km2（日本の約半分）、人口

約 330 万人の農牧業を主要産業とした国である。国全体の人口密度は小さいが、首都モンテヴ

ィデオ圏およびその周辺の、国土面積の 1 割弱のサンタルシア川流域に人口の 6 割以上が集中

し、水質環境の悪化が問題となっている。主要汚染源は、都市排水、不法投棄された固形廃棄

物、工場排水であり、皮革工場からの排水による重金属汚染も確認されている。また、面源と

して農地からの肥料や農薬の流入も懸念されている。これまで下水処理場建設、工場排水規制

等の、汚染源対策が講じられてはきたが、課題に十分に対応しきれていない。その最大の原因

は、ウルグアイにおける水質保全の主管官庁である住宅・土地・環境省（MVOTMA）環境局（DINAMA）

の業務実施能力が不十分であり、法令で規定されている役割を果たしていないことにある。 

 このような背景の下、ウルグアイは我が国に対し 2001 年に、首都圏の水質管理計画の策定に

かかる技術協力を要請し、水質管理能力強化のための開発調査（「モンテヴィデオ首都圏水質管
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理強化計画調査」）の S/W が 2002 年 12 月に締結された。当該開発調査は 2003 年 10 月に開始さ

れ、2007 年 1 月に終了したが、調査を通じ、「水質管理能力強化のためのマスター・プラン」が

策定され、M/P を構成する活動の一部分の実施が行われてきた。 

 ウルグアイにおける水質管理能力の強化のためには、M/P の着実な実施が必要であるが、未だ

外的な投入が必要な部分があり、本プロジェクトは、M/P の中でも特に新たなノウハウと努力を

要する汚染源管理と河川水質管理の能力向上に焦点をあてて要請されたものである。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

2004 年 10 月に制定された新憲法の第 47 条では、水は生命維持における重大な役割を果たす

資源であり、また上下水道の整備は基本的な人権であると定義するとともに、国家政策として

流域単位の水資源管理のための体制構築の必要性を掲げている。 

また、MVOTMA の 2006 年度国会報告では、憲法第 47 条に準拠し、「国家水資源計画」および「国

家上下水道計画」を策定中であると報告されており、水質管理計画の整備がすすめられつつあ

る。 

 

（３） 他国機関の関連事業との整合性 

 米州開発銀行（IDB）が現在 MVOTMA 及び DINAMA に対しモンテヴィデオ県、カネロネス県、サ

ンホセ県に対する廃棄物管理（廃棄物処分場からの浸出水による水質汚濁対策を含む）、モンテ

ヴィデオ県に対する下水道整備等、複数の関連分野で支援を実施中であり、本プロジェクトに

おいては協力の成果をより高めるため IDB と密接な情報交換を行う必要がある。 

 

（４） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 

現在、ウルグアイ国国別事業実施計画は策定中であるが、現地 ODA タスクフォースの方針と

しては、①社会面での支援、②生産性活動、③ガバナンス、④持続的な社会開発・経済発展の

実現とすることで検討中である。「JICA 国別事業展開の方向性（20 年度要望調査に向けた基本

方針）」によると、上記④のうち環境保全において、都市環境問題（水質管理や廃棄物処理）や

農薬使用、CDM 等地球規模問題に取り組むとされている。 

４．協力の枠組み 

本プロジェクトは、将来的にサンタルシア川の水質改善のための施策が実行されること、及

び、本プロジェクトの成果を生かし、他の流域においても河川の汚染源管理／水質管理体制の

設立が促進されることを上位目標とし、DINAMA 及び関係機関のサンタルシア川における汚染源

管理／水質管理能力を強化することを、3 年間のプロジェクトの目標として実施するものであ

る。具体的には、水質モニタリング、汚染源関連情報の収集・評価、汚染源への指導といった

汚染源管理／水質管理に関連する一連の活動をプロジェクトにて実施し、これらの活動の実施

を促進するために、あわせて DINAMA 内の体制強化、他機関との協調体制の強化を行うものであ

る。また、汚染源管理／水質管理能力に関連する一連の活動によって得られたデータは情報シ

ステムとして蓄積し、活用できるようにする。 

 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

DINAMA 及び関係機関のサンタルシア川の汚染源管理／水質管理能力が強化される。 

［指標］ 

１）汚染源管理システム・体制改善のためのアクションプランの実施状況 

２）DINAMA 及び関連機関における協調体制（定例会合等）の活用状況 

３）DINAMA 及び関連機関における情報共有の状況 

４）水質モニタリングの活用状況 

５）汚染源データの管理状況 

６）汚染源への指導実績 
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② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

サンタルシア川の水質改善のための施策が実行される。 

DINAMA が中心となり、他の流域においても河川の汚染源管理／水質管理体制の設立が促進

される。 

 

［指標］ 

１） サンタルシア川の水質改善のために実施された施策数 

２） 河川の汚染源管理／水質管理体制の設立状況 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

① 成果１：DINAMA の汚染源管理および水質管理体制が強化される。 

［活動］ 

1.1 DINAMA が現在の汚染源管理体制（法制度、組織、人員、役割、能力）を検証し、課題

を把握する。 

1.2 DINAMA 及び関係機関がセミナー、実習等により汚染源管理に必要なシステム・体制に

係る知識を習得する。 

1.3 DINAMA が汚染源管理に関するシステム及び体制改善のためのアクションプランを策

定する。 

1.4 DINAMA が汚染源管理システム改善のために上記アクションプランを実行する。 

[指標] 

１）セミナー・実習実施回数、参加者数 

２）汚染源管理キャパシティアセスメントの内容 

３）アクションプランの内容 

 

② 成果２：汚染源管理および水質管理に関する関係機関の協調体制が確立される。 

［活動］ 

2.1 DINAMA 及び関係機関がステアリングコミッティー（St/C）が継続的に機能するための

課題を抽出する。 

2.2 St/C が関係機関と継続的に協調し活動するための方策を検討し、決定する。 

2.3 DINAMA 及び関係機関から構成されるテクニカルコミッティー（T/C)が St/C で決定さ

れた事項を実行に移す。 

2.4 実行状況を踏まえ、関係機関が継続的な協調・協力体制を確認する。 

[指標] 

１）抽出された課題の内容 

２）協調・協力システムの内容 

３）関係機関による協調・協力システムについての合意状況 

 

③ 成果３：DINAMA 及び関係機関の河川及び排水に関する水質モニタリング能力が強化さ 

れる。 

［活動］ 

3.1 DINAMA 及び関係機関がセミナー、実習等により河川水質及び汚染源排水のモニタリン

グに関する知識と技術を強化する。 

3.2 DINAMA が河川水質及び汚染源排水モニタリング実施に係る課題を把握する。 

3.3 上記 3.2 に基づき DINAMA が河川水及び汚染源に関するモニタリング計画を見直す。 

3.4 DINAMA 及び関係機関が再検討された計画に基づきモニタリングを実施する。 

3.5 DINAMA が河川及び排水モニタリングの量的拡大を目的とした携帯簡易測定キットの

選定・導入のための知識・技術を習得する。 

3.6 DINAMA が水質、底質、生物、排水に係るラボの分析業務遂行能力を強化する。 

3.7 DINAMA ラボが分析データの処理能力を強化する。 

[指標] 

１）セミナー・実習実施回数、参加者数 
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２）汚染源管理体制における課題の内容 

３）モニタリング計画の内容 

４）簡易測定キットの活用状況 

５）水質・底質等に係るラボ分析検体数及び分析項目、分析の精度 

 

④ 成果４：DINAMA 及び関係機関の汚染源管理に関する情報収集及びデータ解析・評価能力

が強化される。 

［活動］ 

4.1 DINAMA が実習等によりデータ解析・評価技術を習得する。 

4.2 DINAMA が汚染源インベントリーを再構築する。 

4.3 DINAMA が汚染源種類別にモニタリングデータを収集・整理・解析する。 

4.4 DINAMA がサンタルシア川流域の汚染メカニズムを解明する能力を習得する。 

 [指標] 

１）実習実施回数、参加者数 

２）汚染源インベントリーの内容 

３）汚染源種類別モニタリングデータの件数、内容 

４）データ解析結果の内容 

 

⑤ 成果５：DINAMA の汚染源管理に関する査察・評価・指導能力が強化される。 

［活動］ 

5.1 DINAMA が実習等により、汚染源管理に関する知識・技術を習得する。 

5.2 DINAMA が汚染源管理に関する査察・評価・指導能力の強化のための課題を把握する。

5.3 DINAMA が上記 5.2 において把握した課題を改善するための活動を行う。 

5.4 DINAMA が有害物質の処理および削減にかかる業種別マニュアルを作成する。 

5.5 DINAMA が汚染者に対しセミナー等により汚染源管理及びクリーナープロダクション

に関する知識・技術を普及する。 

 [指標] 

１）実習実施回数、参加者数 

２）把握された課題の内容 

３）業種別汚染源管理マニュアルの内容 

４）セミナー実施回数、参加者数 

 

⑥ 成果６：汚染源／水質総合情報管理システムが構築され活用される。 

［活動］ 

6.1 DINAMA が公開セミナー等により GIS 導入に関する意見を広く収集する。 

6.2 DINAMAが GIS導入のためのサンタルシア流域における汚染源及び河川水質に係る基本

情報及びデータを整理する。 

6.3 DINAMA が GIS の水質に関するモジュールを構築する。 

6.4 DINAMA が GIS の汚染源に関するモジュールを構築する。 

6.5 DINAMA が総合 GIS を構築する。 

 

 [指標] 

１）基礎データ及び汚染源／水質情報の内容 

２）総合 GIS の基本設計内容 

 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 2.1 億円） 

専門家派遣（民間活用型） 5 分野（総括（組織･制度のキャパシティ・ディベロップメ

ント）、汚染源管理、データ解析・評価、GIS、水質分析）約 39MM  

機材供与 約 220 万円（GIS システムソフトウエア及びソフト対応のコンピューター、

数値シミュレーションシステム用のコンピューター、デモンストレーション用携簡易測
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定キット等） 

現地業務費、現地再委託費 

② ウルグアイ側 

カウンターパート人件費（35 名） 

施設・土地手配 

県に配布する簡易測定キット 

プロジェクト運営経費（専門家執務室関係経費、C/P 旅費等） 

 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

１）C/P が活動実施のために継続的に配置される。 

２）本プロジェクトのための予算が継続的に確保される。 

３）DINAMA と関係諸機関・ステークホルダーとの良好な意思の疎通がはかられる。 

５．評価 5項目による評価結果 

下記のとおり、本プロジェクトを実施する意義は大きいと判断される。 
 

（１） 妥当性 

下記の理由により、本プロジェクトを実施する妥当性は高い。 

・ サンタルシア川はウルグアイ国内の人口の約半数を占めるモンテヴィデオ首都圏の飲料水

源となっており、水質保全に対するニーズは高い。 

・ 2004 年 10 月に制定された新憲法の第 47 条では、水は生命維持における重大な役割を果た

す資源であり、また上下水道の整備は基本的な人権であると定義するとともに、国家政策と

して流域単位の水資源管理のための体制構築の必要性を掲げている。 

・ MVOTMA の 2006 年度国会報告では、憲法第 47 条に準拠して、当事者参加型の意思決定機構

の導入を考慮した国家水資源計画（Plan Nacional de Recursos Hídricos）および国家上下

水道計画（Plan Nacional de Agua Potable y Saneamiento）を策定中であると報告されて

おり、本プロジェクトの実施は両計画の立案促進に資することが期待される。 

・ メルコスール＊地域では、水資源および越境水資源の統合的管理（Gestión Integrada de los 

Recursos Hídricos y a los Recursos Hídricos Transfronterizos）が提案されており、ウ

ルグアイは積極的にその形成プロセスに参加している。DINAMA の能力強化は地域における

水資源管理の促進に資する。（＊南米南部共同市場：加盟国 5カ国（ベネズエラ、ブラジル、

パラグアイ、ウルグアイ、アルゼンチン、準加盟国 5カ国より構成される南米諸国による関

税同盟） 

 

（２） 有効性 

下記の理由により、本プロジェクトの有効性は高い。 

・ DINAMA の水質管理能力、汚染源管理能力の向上にあたっては、DINAMA 内部の体制、DINAMA

と外部関係機関の連携体制の強化が必要不可欠であり、これら成果がプロジェクト目標の達

成に結びつくことが期待される。 

・ 水質についての情報収集・解析、汚染源に対する規制、査察、指導といった水質／汚染源管

理に関する一連の活動をプロジェクト期間中に経験することにより、プロジェクト目標の達

成が可能になると思われる。 

 

（３） 効率性 

下記の理由により効率性は高いと判断される。 

・ 前開発調査案件で作成した M/P の記載内容のうち、ウルグアイ側独自で実施が困難な事項に

焦点をあてたプロジェクト内容とすることにより、前開発調査案件を効率的にフォローでき

る。 

・ PO にウルグアイ側と日本側の活動期間をそれぞれ分けて記載することにより、専門家不在

期間においても C/P が独自に有効な活動を行うことができるような仕組みとしている。 

 

（４） インパクト 
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下記のとおり本プロジェクトの波及効果が期待できる。 

・ DINAMA は各県に対する指導を行っているほか、ウルグアイ国内の分析所ネットワークの幹

事機関を務めており、DINAMA の能力強化は他の水質管理・分析機関の能力向上につながる

ことが期待できる。 

・ サンタルシア川の水質管理・汚染源管理体制を強化することにより、他の河川についてもサ

ンタルシア川をモデルにした体制の構築が期待でき、他の河川の水質汚濁対策についても波

及効果が望める。 

 

（５） 自立発展性 

下記のとおり組織的、技術的側面から自立発展性は高いと判断できる。 

・ 河川の流量測定を所管する運輸公共事業省水理局（DNH）が MVOTMA 傘下の DINASA に移管さ

れたことから、河川水量データの入手が容易になるほか、水質と流量を同時にモニタリング

可能な体制を構築できるようになり、より DINAMA が本プロジェクトを通じて汚染源管理、

水質数値シミュレーションの知識を習得・実践しやすい環境となりつつある。 

・ 本プロジェクトの開始にあたり、MVOTMA 大臣から C/P 機関としての負担事項、人員増につ

いてのコミットメントが得られている。 

・ 技術的にも、水質分析のネットワーク形成と独自の精度管理システム構築、独自のデータベ

ース構築と改良の取り組みなど、ステップ・バイ・ステップで自主的に発展させていく姿勢

が強い。 

・ 開発調査で構築した M/P を DINAMA 独自に消化し改変する動きが見られ、本プロジェクトで

得た知識をプロジェクト終了後も自力で発展させる技術的能力があると判断できる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

河川流域に貧困層が住んでいる地域があり、河川の水質改善は貧困層の生活環境の改善につな

がる。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

・ 「モンテヴィデオ首都圏水質管理強化計画調査」実施時に、チリでの研修、チリからの第三

国専門家派遣の有効性が確認されており、本プロジェクトについても近隣国のリソースの有

効活用を検討する。 

・ ウルグアイの予算年度、予算計画スケジュールを把握のうえ、備品、試薬等プロジェクト運

営に必要となる予算を確実に確保できるよう、C/P による予算計画の立案を支援する。 

８．今後の評価計画 

・ 中間評価 2009 年 7 月頃 

・ 終了時評価 2010 年 12 月頃 

・ 事後評価 協力終了 3年後を目処に実施予定。 
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